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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　セルラーネットワークにおいて送信時間間隔信号を送信するための方法であって、
　　多重化データ信号を受信するステップと、
　　上記データ信号に対して多重分離器を適用するステップと、
　　上記多重分離器からの上記データ信号を符号化するステップと、
　　上記データ信号に対して線形変換を適用するステップと、
　　上記データ信号を含む複数のアップリンク用送信時間間隔信号の書式を変更するステ
ップと、
　　データに関する複数のアクセス干渉とともに受信される１つ以上の基準信号を、上記
各送信時間間隔信号内にてスタガ配置するステップと、
　　上記各アップリンク用送信時間間隔信号を送信するステップと、を含むことを特徴と
する方法。
【請求項２】
　上記複数の送信時間間隔信号のうちの１つにおける隣接セル内においてタイミングパラ
メータの書式を変更するステップをさらに含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　上記１つ以上の基準信号が、１つ以上のデータ信号と同時に送信されることを特徴とす
る請求項１に記載の方法。
【請求項４】
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　上記１つ以上の基準信号の各々が、異なる時間周期の間に送信されることを特徴とする
請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　上記各送信時間間隔信号が、１４個の長ブロックを備えることを特徴とする請求項１に
記載の方法。
【請求項６】
　上記１４個の長ブロックの各々が、６６．６７マイクロ秒（μｓ）の長さを有すること
を特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　上記１４個の長ブロックの各々が、サイクリックプレフィックスを備えることを特徴と
する請求項５に記載の方法。
【請求項８】
　上記各送信時間間隔信号が、１ミリ秒（ｍｓ）の長さを有することを特徴とする請求項
１に記載の方法。
【請求項９】
　セルラーネットワークにおいて送信時間間隔信号を送信するように構成された装置であ
って、
　プロセッサと、
　上記プロセッサと電子的に通信しているメモリと、
　上記メモリに記憶される命令と、を備えており、
　　上記命令は、
　　多重化データ信号を受信し、
　　上記データ信号に対して多重分離器を適用し、
　　上記多重分離器からの上記データ信号を符号化し、
　　上記データ信号に対して線形変換を適用し、
　　上記データ信号を含む複数のアップリンク用送信時間間隔信号の書式を変更し、
　　データに関する複数のアクセス干渉とともに受信される１つ以上の基準信号を、上記
複数の送信時間間隔信号内にてスタガ配置し、かつ
　　上記各アップリンク用送信時間間隔信号を送信する、ように実行可能であることを特
徴とする装置。
【請求項１０】
　上記命令が、上記複数の送信時間間隔信号のうちの１つにおける隣接セル内においてタ
イミングパラメータの書式を変更するようにさらに実行可能であることを特徴とする請求
項９に記載の装置。
【請求項１１】
　上記１つ以上の基準信号が、１つ以上のデータ信号と同時に送信されることを特徴とす
る請求項９に記載の装置。
【請求項１２】
　上記１つ以上の基準信号の各々が、異なる時間周期の間に送信されることを特徴とする
請求項９に記載の装置。
【請求項１３】
　上記各送信時間間隔信号が、１４個の長ブロックを備えることを特徴とする請求項９に
記載の装置。
【請求項１４】
　上記１４の長ブロックの各々が、６６．６７マイクロ秒（μｓ）の長さを有することを
特徴とする請求項１３に記載の装置。
【請求項１５】
　上記１４の長ブロックの各々が、サイクリックプレフィックスを備えることを特徴とす
る請求項１３に記載の装置。
【請求項１６】
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　上記各送信時間間隔信号が、１ミリ秒（ｍｓ）の長さを有することを特徴とする請求項
９に記載の装置。
【請求項１７】
　セルラーネットワークにおける送信時間間隔内における基準信号の位置を割り当てるた
めの方法であって、
　リソースブロック割当て時間の細分性を分析するステップと、
　上記リソースブロック割当て時間の細分性が第１時間周期よりも長いかどうか決定する
ステップと、
　上記決定に従って、第１のビット数または第２のビット数を有するインジケータを送信
するステップとを含むことを特徴とする方法。
【請求項１８】
　上記リソースブロック割当て時間の細分性が１ミリ秒よりも長いかどうか決定するステ
ップをさらに含むことを特徴とする請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　セルラーネットワークにおいて、複数の基地送受信局間で情報を送信するための方法で
あって、
　送信時間間隔信号を受信するステップと、
　上記送信時間間隔信号内における１つ以上の基準信号の配置を分析するステップと、
　上記１つ以上の基準信号の配置がタイミングシフトを含むかどうか決定するステップと
、
　上記決定に基づいて、シフト情報を送信するステップと、を含むことを特徴とする方法
。
【請求項２０】
　上記１つ以上の基準信号の配置が、シフト毎に７０．７マイクロ秒（μｓ）のタイミン
グシフトを含むかどうか決定するステップをさらに含むことを特徴とする請求項１９に記
載の方法。
【請求項２１】
　請求項１～８、および、１７～２０のいずれか１項に記載の方法における上記の各ステ
ップをコンピュータに実行させるためのプログラム。
【請求項２２】
　請求項２１に記載のプログラムを記憶するコンピュータ読み取り可能な記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、概括的には、コンピュータおよびコンピュータ関連技術に関する。より具体
的には、本発明は、スタガ基準信号とともに送信時間間隔信号を送信するための装置およ
び方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　無線通信システムは、一般的に、複数のユーザ装置（移動局、加入者装置（subscriber
units）、アクセス端末、ユーザ機器などとも呼ばれるもの）と無線通信状態である基地
局を含む。基地局は、高周波（ＲＦ）通信チャネルを介してユーザ装置にデータを送信す
る。用語「ダウンリンク」は、基地局からユーザ装置への送信を指し、用語「アップリン
ク」は、ユーザ装置から基地局への送信を指す。
【０００３】
　直交周波数分割多重（ＯＦＤＭ）は、変調および多重アクセス技術であり、当該技術に
よって、通信チャネルにおける伝送帯域が多数の等間隔サブバンドに分割される。ユーザ
情報の一部を伝達する副搬送波（サブキャリア）が各サブバンド内に伝送され、全てのサ
ブキャリアが他の全てのサブキャリアと直交する。サブキャリアは、トーンと呼ばれるこ
ともある。ＯＦＤＭによって、音声およびデータを含む、幅広いサービスに有効利用可能
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な極めて柔軟なシステム構成の構築が可能となる。ＯＦＤＭは、離散マルチトーン送信（
ＤＭＴ）と呼ばれることもある。
【０００４】
　基準信号は、データを復調するために、送信時間間隔信号（ＴＴＩ）におけるデータ信
号とともに送信される。複数の移動局から送られる複数の信号が、互いの干渉を生み、さ
らに、データの復調においてエラーを生む可能性がある。したがって、スタガ基準信号と
ともに送信時間間隔信号を送信するためのシステムおよび方法から、利益が見出される可
能性がある。
【発明の概要】
【０００５】
　セルラーネットワークにおける送信時間間隔信号を送信するための方法が開示されてい
る。多重化データ信号が受信される。該データ信号に対して、多重分離器（デマルチプレ
クサ）が適用される。多重分離器からのデータ信号が符号化される。該データ信号に対し
て、線形変換が適用される。データ信号を含む、複数のアップリンク送信時間間隔信号が
書式変更される（reformat）。各送信時間間隔信号内にて、１つ以上の基準信号がスタガ
配置される。複数のアップリンク送信時間間隔信号の各々が送信される。
【０００６】
　或る実施形態において、複数の送信時間間隔信号のうちの１つにおける隣接セル内のタ
イミングパラメータが書式変更される。１つ以上の基準信号が、１つ以上のデータ信号と
同時に送信されてもよい。１つ以上の基準信号の各々は、異なる時間周期の間に送信され
てもよい。複数の送信時間間隔信号の各々は、１４個の長ブロックを備えていてもよい。
１４個の長ブロックの各々が、６６．６７マイクロ秒（μｓ）の長さを有していてもよい
。或る実施形態において、１４個の長ブロックの各々が、（ガードインターバルとしても
知られている）サイクリックプレフィックスを備える。複数の送信時間間隔信号の各々は
、１ミリ秒（ｍｓ）の長さを有していてもよい。
【０００７】
　また、セルラーネットワークにて送信時間間隔信号を送信するように構成された装置も
開示されている。該装置は、プロセッサ、および、当該プロセッサと電子的に通信を行う
メモリを備える。メモリ内に命令が保存される。多重化データ信号が受信される。該デー
タ信号に対して、多重分離器が適用される。多重分離器からのデータ信号が符号化される
。該データ信号に対して、線形変換が適用される。データ信号を含む、複数のアップリン
ク送信時間間隔信号が書式変更される。データに関する複数のアクセス干渉とともに受信
される１つ以上の基準信号が、各送信時間間隔信号内にてスタガ配置される。複数のアッ
プリンク送信時間間隔信号の各々が送信される。
【０００８】
　また、セルラーネットワークにおける送信時間間隔内で基準信号の位置を割り当てるた
めの方法も開示されている。リソースブロック割当て時間の細分性（granularity）が分
析される。リソースブロック割当て時間が第１時間周期よりも長いかどうかの決定がなさ
れる。該決定に従う、第１のビット数または第２のビット数を備えるインジケータが送信
される。リソースブロック割り当て持続時間の細分性が１ミリ秒よりも長いかどうかの決
定がなされてもよい。
【０００９】
　また、セルラーネットワークにおける複数の基地送受信局間で情報を伝送するための方
法も開示されている。送信間隔信号が受信される。送信時間間隔信号内の１つ以上の基準
信号の配置が分析される。該１つ以上の基準信号の配置がタイミングシフトを含むかどう
かの決定がなされる。該決定に基づくシフト情報が送信される。上記１つ以上の基準信号
の配置が、シフト毎に７０．７マイクロ秒（μｓ）のタイミングシフトを含むかどうかの
決定がなされる。
【００１０】
　本発明の例示の実施形態は、添付の図面を参照するとともに、下記の説明、および、添
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付の特許請求の範囲から、より十分に明らかになるだろう。これらの図面が例示の実施形
態のみを表しており、それゆえ、本発明の範囲を限定する意図はないことを理解しつつ、
本発明の例示の実施形態は、添付図面の使用を通して更なる具体的事項および詳細事項と
共に説明されるだろう。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の実施形態が実施され得る例示の無線通信システムを示す図である。
【図２】直交周波数分割多重（ＯＦＤＭ）に基づくシステムに従って、ＲＦ通信チャネル
の伝送帯域に関するいくつかの特性を示す図である。
【図３】実施形態に従う、ＯＦＤＭ送信装置とＯＦＤＭ受信装置との間に存在し得る通信
チャネルを示す図である。
【図４】送信装置の一実施形態を示すブロック図であって、当該実施形態では、２本のア
ンテナが、直交変調を用いて２つの基準信号とともに２つのデータ信号を送信するのに使
用されるブロック図である。
【図５】基準信号を１つ以上のノードＢに送信するユーザ装置（ＵＥ）の或る実施形態を
示すブロック図である。
【図６】送信時間間隔（ＴＴＩ）の或る実施形態を示す図である。
【図７】スタガ基準信号とともに送信時間間隔（ＴＴＩ）信号を送信するための方法の或
る実施形態を示すフローチャートである。
【図８】基準信号配置表の或る実施形態を示す図である。
【図９】受信装置の実施形態における特定の構成要素を示すブロック図である。
【図１０】ＴＴＩ内のいずれの長ブロックが基準信号送信のために割り当てられ得るかに
関して、ユーザ装置に信号を送るための方法の一実施形態を示すフローチャートである。
【図１１】複数のノードＢ間で情報を送信するための方法の或る実施形態を示すフローチ
ャートである。
【図１２】ＯＦＤＭ送信装置および／またはＯＦＤＭ受信装置において利用され得る種々
の構成要素を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明に係る様々な実施形態を、図面を参照して説明する。当該実施形態において、同
じ参照番号は、同一または機能的に類似の要素を表す。本発明に係る実施形態は、概括的
に説明され、かつ図示されるように、多種多様に構成変更され、かつ設計されてもよい。
したがって、以下は、図面にて表されるように、本発明の典型的な実施形態の幾つかをよ
り詳細に説明するものであり、特許請求の範囲に記載された発明の範囲を減縮することを
意図するものではなく、本発明の実施形態の代表にすぎないものである。
【００１３】
　本願では、用語「例示の」は、「例、事例、または、例証としての役割を果たすもの」
という意味に専ら使用される。本願にて、「例示の」として説明されるあらゆる実施形態
は、他の実施形態よりも好ましい、または、好適であると必ずしも解釈されるものではな
い。
【００１４】
　本願に開示される実施形態における多数の特徴点が、コンピュータソフトウエア、電子
ハードウエア、または、それらの組合せとして実施されてもよい。ハードウエアとソフト
ウエアとの互換性を明示するために、機能性の観点から様々な構成要素を概括的に説明す
る。当該機能性がハードウエアまたはソフトウエアとして実施されるかは、具体的なアプ
リケーション、および、システム全体に課せられる設計上の制約によって決まる。当業者
は、各具体的なアプリケーションのための様々な方法に関して、説明される機能性を実施
してもよいが、当該実施の決定は、本発明の範囲からの逸脱を招くものとして解釈される
ものであってはならない。
【００１５】
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　説明される機能性がコンピュータソフトウエアとして実施される場合、当該ソフトウエ
アは、メモリ装置内に位置する、かつ／または、システムバスまたはネットワークを介し
て電子信号として送信される、任意のタイプのコンピュータ命令、または、コンピュータ
実行可能コードを含んでいてもよい。本願に記載された構成要素に関する機能性を実施す
るソフトウエアは、単一の命令、または、多数の命令を備えていてもよく、幾つかの異な
るコードセグメントに分散されてもよいし、異なるプログラムに分散されてもよいし、か
つ、幾つかのメモリ装置にわたって分散されてもよい。
【００１６】
　本願において使用されるとき、用語「一実施形態」、「実施形態」、「複数の実施形態
」、「上記実施形態」、「上記複数の実施形態」、「１つ以上の実施形態」、「いくつか
の実施形態」、「特定の実施形態」、「或る実施形態」「別の実施形態」などは、特に別
の明示がない限りは、「開示された発明に係る１つ以上の（必ずしも全てではない）実施
形態」を意味する。
【００１７】
　用語「決定」（および、その文法的変形）は、極めて広い意味で用いられる。用語「決
定」は、幅広い動作を含んでおり、従って、「決定」は、計算、演算、処理、導出、調査
、ルックアップ（例えば、表、データベース、または、他のデータ構造におけるルックア
ップ）、事実確認などを含むことができる。また、「決定」は、受信（例えば情報の受信
）、アクセス（例えば、メモリ内のデータへのアクセス）などを含むことができる。また
、「決定」は、解決、選定、選択、構築などを含むことができる。
【００１８】
　用語「～に基づく」は、特に別の明示がない限りは、「～のみに基づく」という意味で
はない。換言すれば、用語「～に基づく」は、「～のみに基づく」と「少なくとも～に基
づく」の両方を表すものである。
【００１９】
　第三世代パートナーシッププロジェクト（３ＧＰＰ）は、世界中の標準機構の共同のプ
ロジェクトである。３ＧＰＰの目標は、すなわち、国際電気通信連合（International Te
lecommunication Union）が定めるＩＭＴ－２０００（国際移動体通信―２０００）標準
規格内で、全世界的に適用可能な第三世代（３Ｇ）移動電話システムの仕様を作成するこ
とである。３ＧＰＰロング・ターム・エボリューション（ＬＴＥ）委員会は、ＯＦＤＭお
よびＯＦＤＭ／ＯＱＡＭ（直交周波数分割多重／オフセット直交振幅変調）を、ダウンリ
ンク送信、および、アップリンク上のＯＦＤＭ送信の方法として、検討している。
【００２０】
　３ＧＰＰ　ＬＴＥにおいて、離散フーリエ変換（ＤＦＴ）拡散（spread）ＯＦＤＭは、
（移動体から基地局への）アップリンクのための物理層の技術として構想されている。時
間および周波数のリソースは、多数の移動体に割り当てられ、当該移動体は、ユーザ装置
（ＵＥ）と呼ばれる。これらのリソースは、セル／セクター（またはノードＢ)内で直交
している。換言すれば、セル／セクター内で、２つのＵＥが同時に同じ周波数リソースに
割り当てられない。
【００２１】
　或る実施形態では、複数のセル／セクター間で周波数および時間の一貫した繰り返し使
用を維持することが望ましい。例えば、所定の領域内のセル／セクターは、同時に全周波
数において送信されてもよい。さらに、データ信号を統一的に復調するために基準信号を
送信してもよい。複数のセル／セクター間でリソースの一貫した繰り返し使用を達成する
ために、可及的に小さい、基準信号間の相関関係を得ることが望ましい。
【００２２】
　従来の解決法は、例えばＺａｄｏｆｆ－Ｃｈｕシーケンスの循環シフトなどの直交基底
セットの中から基準信号を選択することによって、上記を達成しようとしている。しかし
、最小のリソース割り当てに関する当該シーケンスの数は、極めて小さい。すなわち、１
２個の搬送波が割り当てられた場合、上記最小割り当ては、約１０個のシーケンスを考慮
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することになり、これらのシーケンスは全て直交とは限らない。したがって、これらのシ
ーケンスの直交性は、小さい時間／周波数リソースのブロック割り当てに関して保証され
ないことがある。さらに、サービスプロバイダの一部での最小のプランニングにより、上
記シーケンスを割り当て可能であることが望ましいこともある。
【００２３】
　最近提案された方式は、Ｚａｄｏｆｆ－Ｃｈｕシーケンスにおけるシーケンスホッピン
グおよびウォルシュ変調を含んでいる。しかし、これらの方式は、プランニングを行うオ
ペレータに対して過度の負荷を与える可能性があり、シーケンスの数に関して最小限の増
加を与える可能性がある。インターサイトのセルの距離が、改良された３ＧＰＰに関して
５００ｍから１０Ｉｍｎ以上の範囲に及ぶことができることを鑑みると、基準信号の繰り
返し使用を増やす方法は、通信システムを飛躍的に向上させる可能性がある。
【００２４】
　図１は、実施形態が実施される可能性のある、例示の無線通信システム１００を示す。
基地局１０２は、複数のユーザ装置１０４（上述のように、移動局、加入者装置、アクセ
ス端末、ユーザ機器などとも呼ばれるもの）と無線通信状態である。図１に、第１ユーザ
装置１０４ａ、第２ユーザ装置１０４ｂ、および、第Ｎユーザ装置１０４ｎを示す。該基
地局１０２は、高周波（ＲＦ）通信チャネル１０６を介して該ユーザ装置１０４にデータ
を送信する。
【００２５】
　本文に使用されるとき、用語「直交周波数分割多重（ＯＦＤＭ）送信装置」は、ＯＦＤ
Ｍ信号を送信するあらゆる構成要素または装置を指す。ＯＦＤＭ送信装置は、１つ以上の
ユーザ装置１０４にＯＦＤＭ信号を送信する基地局１０２において実施されてもよい。代
替的に、ＯＦＤＭ送信装置は、１つ以上の基地局１０２にＯＦＤＭ信号を送信するユーザ
装置１０４において実施されてもよい。
【００２６】
　用語「ＯＦＤＭ受信装置」は、ＯＦＤＭ信号を受信するあらゆる構成要素または装置を
指す。ＯＦＤＭ受信装置は、１つ以上の基地局１０２からＯＦＤＭ信号を受信するユーザ
装置１０４において実施されてもよい。代替的に、ＯＦＤＭ受信装置は、１つ以上のユー
ザ装置１０４からＯＦＤＭ信号を受信する基地局１０２において実施されてもよい。
【００２７】
　図２は、ＯＦＤＭに基づくシステムに係る、ＲＦ通信チャネル２０６における伝送帯域
２０８の特徴を示す。図示されている通り、上記伝送帯域２０８は、多数の等間隔サブバ
ンド２１０に分割されてもよい。上述の通り、上記ユーザ情報の一部を伝達するサブキャ
リアが各サブバンド２１０に送信され、全てのサブキャリアが他の全てのサブキャリアと
直交する。
【００２８】
　図３は、実施形態に係る、ＯＦＤＭ送信装置３１２とＯＦＤＭ受信装置３１４との間に
存在し得る通信チャネル３０６を示す。図示されたように、上記ＯＦＤＭ送信装置３１２
から上記ＯＦＤＭ受信装置３１４までの通信は、第１通信チャネル３０６ａを介して行わ
れてもよい。上記ＯＦＤＭ受信装置３１４から上記ＯＦＤＭ送信装置３１２までの通信は
、第２通信チャネル３０６ｂを介して行われてもよい。
【００２９】
　上記第１通信チャネル３０６ａおよび上記第２通信チャネル３０６ｂは、別々の通信チ
ャネル３０６であってもよい。例えば、上記第１通信チャネル３０６ａの送信帯域と、上
記第２通信チャネル３０６ｂの伝送帯域との間に重複がなくてもよい。
【００３０】
　図４は、送信装置４００に係る或る実施形態を示すブロック図である。該装置において
、２つのアンテナ４０２ａおよび４０２ｂが、直交変調を用いて、２つの基準信号Ｐ１　
４０８ａおよびＰ２　４０８ｂとともに２つのデータ信号Ｘ１（ｔ）４０６ａおよびＸ２

（ｔ）４０６ｂを送信するために使用される。上記送信装置４００に係る或る実施形態は
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、単一アンテナを含んでいてもよい。他の実施形態では、上記送信装置４００は複数のア
ンテナを含んでいてもよい。
【００３１】
　上記送信装置４００は、データ多重分離器４０４を備えていてもよい。該データ多重分
離器４０４は、単一データ信号４１０を受信し、そして、該単一データ信号４１０を多重
信号４１２ａおよび４１２ｂに分割する役割を果たす。該多重信号４１２ａ、４１２ｂは
、データ符号器４１４ａ、４１４ｂによって符号化されてもよい。該データ符号器４１４
ａおよび４１４ｂは、信号またはデータをコードに変換する役割を果たす。該各データ符
号器４１４ａ、４１４ｂの出力は、ｘ１，ｋ４１６ａおよびｘ２，ｋ４１６ｂと称されて
もよい。加算機能４１８ａ、４１８ｂは、基準信号４０８ａ、４０８ｂに、データ符号器
４１４ａ、４１４ｂの該出力を加算してもよい。直交変調器４２０ａ、４２０ｂは、直交
機能Φ１（ｔ）４２２ａ、Φ２（ｔ）４２２ｂで、該加算された信号を変調してもよい。
該送信アンテナ４０２ａ、４０２ｂが、該変調された信号を受信装置に送信してもよい。
【００３２】
　図５は、１つ以上のノードＢ５１６に基準信号を送信するユーザ装置（ＵＥ）５０４、
５０６、５０８の実施形態を示すブロック図である。上記ＵＥは、上述のような上記送信
装置４００を備えていてもよい。上記ＵＥ５０４、５０６、５０８は、図１に示したよう
な上記ユーザ装置であってもよい。ノードＢ５１６は、基地送受信局（ＢＴＳ）を備えて
いてもよく、上記ＵＥ５０４、５０６、５０８と直接通信するために、上記送信装置４０
０および受信装置をも備えていてもよい。
【００３３】
　或る実施形態において、各ＵＥ５０４、５０６、５０８が、基準信号５１０、５１２、
５１４を送信する。該基準信号５１０、５１２、５１４は、上記ＵＥ５０４、５０６、５
０８からノードＢ５１６に送信される情報を表す変調波形であってもよい。図示されたよ
うに、ユーザ装置Ａ５０４が基準信号Ａ５１０を送信し、ユーザ装置Ｂ５０６が基準信号
Ｂ５１２を送信し、そして、ユーザ装置Ｃ５０８が基準信号Ｃ５１４を送信する。或る実
施形態において、ユーザ装置Ａ５０４が、時間（ｎ）において基準信号Ａ５１０をノード
Ｂ５１６に送信する。ユーザ装置Ｂ５０６は、時間（ｎ＋１）などの後続の時間において
、基準信号Ｂ５１２を送信してもよい。加えて、ユーザ装置Ｃ５０８は、時間（ｎ＋２）
などの後続の時間において、基準信号Ｃ５１４を送信してもよい。したがって、各ユーザ
装置は、他のユーザ装置が自装置の基準信号を送信しないとき（他のユーザ装置がデータ
を送信するとき）、自装置の基準信号を送信する。そのようにして、基準信号５１０、５
１２、５１４が、ノードＢ５１６によって、大半がデータである複数のアクセス干渉とと
もに受信される。上記データは、ランダムに送信された場合、送信装置に対して、本質的
にホワイトノイズとして出現する可能性がある。これが、基準信号の一貫した繰り返し使
用を生み出し得る。
【００３４】
　図６は、複数の送信時間間隔（ＴＴＩ）６０２、６０８、６１４の実施形態を示す。各
ＴＴＩ６０２、６０８、６１４は、基準信号サブフレームと称されてもよい。ＴＴＩは、
デジタル通信ネットワークにおけるパラメータを含んでいてもよく、該パラメータは、無
線リンクなどの通信チャネル上での送信のための、フレーム内へのデータのカプセル化に
関する。各ＴＴＩ６０２、６０８、６１４が、１ミリ秒（ｍｓ）の長さを有していてもよ
い。或る実施形態において、各ＴＴＩ６０２、６０８、６１４が、様々なセルおよびセク
ターから、同一または異なるノードＢ５１６に送信される。例えば、第１ＴＴＩ６０２は
、第１ノードＢに送信されてもよく、第２ＴＴＩ６０８は、第２ノードＢに送信されても
よく、そして、第３ＴＴＩ６１４は、第３ノードＢに送信されてもよい。
【００３５】
　ＴＴＩ６０２、６０８、６１４は、複数の長ブロックを備えていてもよい。該ＴＴＩ６
０２、６０８、６１４は、１４個の長ブロックを備えていてもよい。該１４個の長ブロッ
クの各々が、６６．６７マイクロ秒（μｓ）の長さを備えていてもよい。１つ以上の上記
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長ブロックが、基準信号６０４、６０６、６１０、６１２、６１６、６１８に指定されて
いてもよい。また、基準信号に指定された上記長ブロックの各々は、サイクリックプレフ
ィックスを備えていてもよい。ＯＦＤＭシンボルにおいて、サイクリックプレフィックス
は、シンボルの終わりが最初に繰り返されてもよい。サイクリックプレフィックスは、主
要データが受信装置に到達する前に、マルチパスが定着するのを可能にし得る。図示され
た通り、上記第１ＴＴＩ６０２に関する基準信号６０４、６０６は、フレーム１および１
２における長ブロックにそれぞれ指定されてもよい。上記第２ＴＴＩ６０４は、基準信号
６１０、６１２をフレーム２および１３にそれぞれ指定してもよい。上記第３ＴＴＩ６１
４は、基準信号６１６、６１８をフレーム３および１４にそれぞれ指定してもよい。上記
実施形態において、上記第２ＴＴＩ６０８に関する基準信号６１０、６１２は、上記第１
ＴＴＩ６０２に関する基準信号６０４、６０６と比較してスタガ位置にあってもよい。同
様に、上記第３ＴＴＩ６１４に関する基準信号６１６、６１８は、上記第２ＴＴＩ６０８
に関する基準信号６１０、６１２と比較してスタガ位置にあってもよい。
【００３６】
　或る実施形態において、ノードＢ５１６が様々なセルおよびセクターを備えていてもよ
い。特定のノードＢ５１６に関するこれらの異なるセルおよびセクターは、同期していて
もよい。換言すれば、複数のセルまたはセクター内部で、ノードＢ５１６への送信が同期
されてもよい。或る実施形態において、同期化は、図６に示すような（サイクリックプレ
フィックスを含む）長ブロック送信とともに存在してもよい。基準信号６０４、６０６、
６１０、６１２、６１６、６１８の拡張された繰り返し使用が得られてもよい。基準信号
６０４、６０６、６１０、６１２、６１６、６１８を上記スタガ配置することによって、
上記１つ以上のノードＢ５１６への送信に利用可能な基準信号の数を２倍に増大させ得る
。他の実施形態において、該利用可能な基準信号空間は、３倍に拡張されてもよい。
【００３７】
　図７は、スタガ基準信号とともに送信時間間隔（ＴＴＩ）信号を送信するための方法７
００に係る或る実施形態を示すフローチャートである。或る実施形態において、上記送信
装置４００が該方法７００を実施してもよい。多重化データ信号が受信されてもよい（７
０２）。該データ信号に対して、多重分離器が適用されてもよい（７０４）。或る実施形
態において、上記多重化データ信号を上述のような上記多重データ信号に分離するために
、上記データ信号に対して上記多重分離器４０４が適用されてもよい（７０４）。
【００３８】
　或る実施形態において、各個別のデータ信号が符号化されてもよい（７０６）。或る実
施形態において、該データ信号に対して線形変換が適用されてもよい（７０８）。複数の
アップリンク送信時間間隔（ＴＴＩ）信号が書式変更されてもよい（７１０）。或る実施
形態において、上記ＴＴＩの隣接セルまたはセクター内部の上記タイミング（またはタイ
ミングパラメータ）は、他の信号がデータを送信するとき（データ信号が送信されるとき
）、基準信号の送信が可能となるように書式変更される。各ＴＴＩ信号内の基準信号は、
スタガ配置されていてもよい（７１２）。換言すれば、各ＴＴＩ信号は、異なる時間周期
の間に基準信号を送信してもよい。上記複数のアップリンクＴＴＩ信号の各々が送信され
てもよい（７１４）。或る実施形態において、上記複数のアップリンクＴＴＩ信号の各々
が、１つ以上のノードＢ５１６に送信される。
【００３９】
　図８は、基準信号配置表８００の実施形態である。上述したとおり、異なるノードＢ５
１６に割り当てられるＩ　Ｅ５０４、５０６、５０８が、異なる時間において基準信号５
１０、５１２、５１４を送信してもよい。異なる時間において基準信号５１０、５１２、
５１４を送信するシステムは、一貫性（unity）に匹敵する、基準信号の繰り返し使用の
要因を達成し得る。上述のように、図６に示されるようなＴＴＩフォーマットが実施され
る場合、上記利用可能な基準信号の空間は、３倍に拡張されてもよい。或る実施形態にお
いて、上記基準信号を時間に関して均一に分配することにより、１４個の長ブロックを含
むＴＴＩに関して、図８の表８００において示された基準信号のフォーマットがもたらさ
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れる。
【００４０】
　上記配置表８００は、第１基準信号位置に指定され得るスロットを示す第１カラム８０
２を含む。例えば、ＴＴＩ内の上記第１基準信号位置は、スロット１～７の範囲であって
もよい。また、上記配置表８００は、第２基準信号位置に指定され得るスロットを示す第
２カラム８０４を含む。例えば、ＴＴＩ内の上記第２基準信号位置は、スロット８～１４
の範囲であってもよい。或る実施形態において、上記第１および第２基準信号位置は、上
記ＴＴＩ内で６つの長ブロックによって分けられてもよい。リソースブロック割り当ての
上記細分性が、厳密に１ｍｓよりも大きい場合、上記配置表８００が実施され得る。しか
し、リソースブロック割り当ての上記細分性が１ｍｓである場合、図６に示された上記フ
ォーマットが実施され得る。
【００４１】
　図９は、受信器９０２の実施形態における特定の構成要素を示すブロック図９００であ
る。或る実施形態において、上記受信器９０２はノードＢ５１６であってもよい。本願の
実施形態の新規な特徴に焦点を当てることを目的としているため、上記受信器９０２内に
主に含まれる他の構成要素については図示しなくてもよい。
【００４２】
　アンテナ９１６において、信号が受信されてもよい。或る実施形態において、該信号は
、上記送信装置４００から送信された上記基準信号および上記データの両方を含む。該信
号は、上記アンテナ９１６によって上記受信器９０２に供給される。上記受信器９０２は
、上記信号を逓降させ、前置処理器９０４に送る。該前置処理器９０４は、上記データ信
号から上記基準信号を分離させてもよい。該前置処理器９０４は、上記受信された基準信
号９１２を基準推定器９０６に供給してもよい。上記受信された基準信号９１２は、一般
的にノイズを含んでおり、フェーディングを来たすことが多い。また、上記前置処理器９
０４は、上記データ信号を復調する復調器９０８にデータ９１８を供給してもよい。
【００４３】
　上記基準推定器９０６は、推定された基準信号９１４を上記復調器９０８に供給しても
よい。また、上記基準推定器９０６は、上記推定された基準信号９１４を他のサブシステ
ム９１０に供給してもよい。
【００４４】
　上記受信器９０２において、付加的処理が行われる。概して、上記基準推定器９０６は
、上記基準信号を推定するとともに、ノイズを低減すること、および、送信された元の基
準信号（パイロット信号とも呼ばれる）を推定することによって、該基準信号を効果的に
クリーンアップするように動作する。
【００４５】
　図１０は、ＵＥに信号を送るための方法１０００に係る実施形態を示すフローチャート
であって、ＴＴＩ内のいずれのブロックが基準信号送信に割り当てられ得るかに関するも
のである。上記方法１０００は、ノードＢ５１６によって実施されてもよい。或る実施形
態において、リソースブロック割り当て時間の細分性が分析される（１００２）。リソー
スブロック割り当て時間の上記細分性が第１時間周期（例えば、各送信時間間隔信号の長
さ、または、１ｍｓ）よりも大きいかどうかに関して、決定がなされる（１００４）。上
記細分性が上記第１時間周期（例えば各送信時間間隔信号の長さ、または、１ｍｓ）より
も大きいと決定された（１００４）場合、第１のビットを含むインジケータが送信されて
もよい（１００６）。或る実施形態において、該インジケータが３ビットを含む。上記イ
ンジケータは、上記ＴＴＩにおける上記基準信号の上記位置の循環シフトを上記ＵＥに対
して示してもよい。しかし、上記細分性が１ｍｓ以下であると決定された（１００４）場
合、上記第１のビットよりも小さい第２のビットを含むインジケータが送信されてもよい
（１００８）。或る実施形態において、該インジケータが２つのビットを含む。
【００４６】
　図１１は、複数のノードＢ５１６間で情報を送信するための方法１１００の実施形態を
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示すフローチャートである。上記方法１１００は、上記複数のノードＢ５１６のうちの１
つによって実施されてもよい。或る実施形態において、上記情報は、あるノードＢ５１６
から別のノードＢ５１６へのＴＴＩ信号の上記タイミング間隔におけるシフトを示す。該
シフトは、約７０．７マイクロ秒（μｓ）であってもよい。換言すれば、ダウンリンク（
基地局から移動局へ）上の送信の共通タイミング基準に関して、ＴＴＩ送信におけるブロ
ードキャスト時間基準に対するタイムシフトが送信されてもよい。
【００４７】
　送信時間間隔（ＴＴＩ）信号を受信してもよい（１１０２）。該ＴＴＩ信号内での基準
信号の上記配置を分析してもよい（１１０４）。該基準信号の該配置がタイミングシフト
を含むかどうか決定してもよい（１１０６）。或る実施形態において、上記配置が、シフ
ト毎に約７０．７μｓのタイミングシフトを含むかどうか決定する（１１０６）。上記配
置がタイミングシフトを含む場合、上記シフト情報を送信してもよい（１１０８）。或る
実施形態において、上記シフト情報を複数のノードＢ５１６に送信する（１１０８）。
【００４８】
　図１２は、ＯＦＤＭ送信装置１２０２および／またはＯＦＤＭ受信装置１２０４におい
て利用され得る様々な構成要素を示す。上記ＯＦＤＭ送信装置１２０２および／またはＯ
ＦＤＭ受信装置１２０４は、該ＯＦＤＭ送信装置１２０２および／またはＯＦＤＭ受信装
置１２０４の動作を制御するプロセッサ１２０６を備える。上記プロセッサ１２０６は、
ＣＰＵと呼ばれてもよい。読み込み専用メモリ（ＲＯＭ）およびランダムアクセスメモリ
（ＲＡＭ）の両方を備え得るメモリ１２０８は、上記プロセッサ１２０６に対して命令お
よびデータを与える。また、上記メモリ１２０８の一部は、不揮発性ランダムアクセスメ
モリ（ＮＶＲＡＭ）を備え得る。
【００４９】
　また、上記ＯＦＤＭ送信装置１２０２および／またはＯＦＤＭ受信装置１２０４は、デ
ータの送受信を可能にする送信器１２１２および受信器１２１４を内包する筺体１２２２
を備える。上記送信器１２１２および受信器１２１４が送受信器１２２４に統合されても
よい。アンテナ１２２６は、上記筺体１２２２に取り付けられるとともに、上記送受信器
１２１２に電気的に接続される。付加的アンテナ（図示せず）が使用されてもよい。
【００５０】
　また、上記ＯＦＤＭ送信装置１２０２および／またはＯＦＤＭ受信装置１２０４は、上
記送受信器１２２４によって受信される信号のレベルを検出および測定するのに使用され
る信号検出器１２１０を備えていてもよい。上記信号検出器１２１０は、総エネルギー、
パイロットエネルギー、パワースペクトル密度などの信号、および、他の信号を検出する
。
【００５１】
　状態変換器（state changer）１２１６は、現在の状態と付加的信号とに基づいて、上
記ＯＦＤＭ送信装置１２０２および／またはＯＦＤＭ受信装置１２０４の状態を制御する
。該付加的信号は、上記送受信器１２２４によって受信され、そして、上記信号検出器１
２１０によって検出される。上記ＯＦＤＭ送信装置１２０２および／またはＯＦＤＭ受信
装置１２０４は、多数の状態のうちのいずれか１つにおいて動作可能であってもよい。
【００５２】
　上記ＯＦＤＭ送信装置１２０２および／またはＯＦＤＭ受信装置１２０４の様々な構成
要素が、バスシステム１２２０によって結合されている。該バスシステム１２２０は、デ
ータバスに加え、電力バス、制御信号バス、および、状態信号バスを備えていてもよい。
しかし、明確にするため、図１２においては、上記様々なバスを上記バスシステム１２２
０として表している。また、上記ＯＦＤＭ送信装置１２０２および／またはＯＦＤＭ受信
装置１２０４は、信号処理に用いるデジタル信号処理器（ＤＳＰ）１２１８を備えていて
もよい。当業者であれば、図１２に図示された上記ＯＦＤＭ送信装置１２０２および／ま
たはＯＦＤＭ受信装置１２０４が、特定の構成要素を挙げたものではなく、機能ブロック
図であることがわかるだろう。
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【００５３】
　多種多様な技術および技法のいずれかを用いて、情報および信号が表されてもよい。例
えば、上記説明を通して言及された、データ、指示、命令、情報、信号、ビット、シンボ
ル、および、チップは、電圧、電流、電磁波、磁気の場または粒子、光の場または粒子（
optical fields or particles）、またはそれらの任意の組合せ、によって表されてもよ
い。
【００５４】
　本願にて開示された実施形態に関して説明された上記様々な例示の論理ブロック、モジ
ュール、回路、および、アルゴリズムステップは、電子ハードウエア、コンピュータソフ
トウエア、または、それらの組合せとして実施されてもよい。ハードウエアとソフトウエ
アの上記相互互換性を明示するために、様々な例示の構成要素、ブロック、モジュール、
回路、およびステップが、主にそれらの機能性の観点から説明されている。当該機能性が
ハードウエアまたはソフトウエアのいずれとして実施されるかは、特定のアプリケーショ
ンおよび、システム全体に課せられる設計制約によって決まる。当業者は、各特定のアプ
リケーションのための様々な方法における上述の機能性を実施してもよいが、当該実施の
決定は、本発明の範囲からの逸脱を招くものとして解釈されるべきではない。
【００５５】
　本願にて開示された実施形態に関して説明された、様々な例示の論理ブロック、モジュ
ール、および、回路は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途
向け集積回路（ＡＳＩＣ）、フィールドプログラム可能なゲートアレイ信号（ＦＰＧＡ）
または他のプログラム可能な論理デバイス、離散ゲートまたはトランジスタ論理、離散ハ
ードウエアコンポーネント、あるいは、本願にて説明された機能を実施するように設計さ
れたそれらの組合せ、によって実施または実行されてもよい。汎用プロセッサは、マイク
ロプロセッサであってもよいが、代替的に、上記プロセッサは、従来のプロセッサ、コン
トローラ、マイクロコントローラ、または、状態機械のいずれかであってもよい。また、
プロセッサは、ＤＳＰとマイクロプロセッサとの組合せや、複数のマイクロプロセッサ、
ＤＳＰコアと結合された１つ以上のマイクロプロセッサ、または、そのような他の形態な
どの、コンピュータデバイスの組合せとして実施されてもよい。
【００５６】
　本願にて開示された実施形態に関して説明された方法またはアルゴリズムのステップは
、ハードウエアにおいて、または、プロセッサによって実行されるソフトウエアモジュー
ルにおいて、あるいは、上記２つの組合せにおいて、直接具現化されてもよい。ソフトウ
エアモジュールは、ＲＡＭメモリ、フラッシュメモリ、ＲＯＭメモリ、ＥＰＲＯＭメモリ
、ＥＥＰＲＯＭメモリ、レジスタ、ハードディスク、リムーバブルディスク、ＣＤ－ＲＯ
Ｍ、または、当該技術分野において周知である他の形状の記憶媒体内に配置されていても
よい。例示の記憶媒体は、プロセッサが記憶媒体からの情報の読み取り、および、該媒体
に対する情報の書き込みができるように、プロセッサに接続される。代替的に、記憶媒体
はプロセッサと統合されていてもよい。プロセッサおよび記憶媒体は、ＡＳＩＣ内に配置
されていてもよい。ＡＳＩＣは、ユーザ端末内に配置されていてもよい。代替的に、プロ
セッサおよび記憶媒体は、個別の構成要素としてユーザ端末内に配置されていてもよい。
【００５７】
　本願にて開示された方法は、上述の方法を達成するための１つ以上のステップまたは行
為からなる。方法のステップおよび／または行為は、本発明の範囲から逸脱することなく
、互いに交換されてもよい。換言すれば、ステップまたは行為の特定の順序が、実施形態
に係る適切な動作に必要とされる場合を除き、特定のステップおよび／または行為の順序
および／または使用は、本発明の範囲を逸脱することなく、変更されてもよい。
【００５８】
　本発明に係る特定の実施形態および応用が図示および説明されたが、本発明は、ここに
開示された形態および構成要素に厳密には限定されないことを理解されたい。本明細書中
に開示された本発明の方法およびシステムに関する配置、動作、および、詳細において、



(13) JP 4913214 B2 2012.4.11

本発明の本質および範囲から逸脱することなく、当業者にとって明らかである様々な修正
、変更、および変形がなされてもよい。
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